
はじめに

Ⅱ．結果

　年齢層が高いほど回答者の女
性比率が減少しており、30代後
半から上の年齢層の女性がなん
らかの理由で森林科学の分野か
らドロップアウトしてしまった
可能性がある。

（２）調査期間：平成17（2005）年７～９月

（３）調査票の構成：属性、仕事、出産、育児、男女共同参画に対する意識など

（４）被験者数：198人（会員145人、非会員53人）

２. 配偶者の有無

　男性と比較して、配偶者あり
と回答する女性の割合が低く、
女性が結婚しづらい環境となっ
ている可能性がある。

１．回答者年齢分布と女性比率

日本森林学会における男女共同参画の実現を目指して－アンケート調査結果

Ⅰ．調査の概要

（１）調査方法：学会ホームページ上でのアンケート調査

男女共同参画ワーキンググループ

  日本森林学会における男女共同参画の取り組みは、平成16（2004）年１月に共同参画理事が設けら
れ、科学技術分野の学協会が連携した男女共同参画学協会連絡会に加盟して本格的に始まった。その
取り組みの一環として平成17（2005）年７月～９月にかけて学会ホームページ上でアンケート調査を
実施したので、その結果について報告する。なお、男女共同参画の実現にむけたこれまでの経緯や、
アンケート調査の結果の概要等については、『森林科学』第48号（2006年10月）に詳しいので参照し
て頂きたい。また、今回の結果の公表にあたり、
・『森林科学』第48号で報告できなかった詳細を紹介し、結果の全体像について報告すること
・分析結果にはコメントを付け、可能性として考えられる事柄についても言及すること
　に重点を置いた。すなわち、日本森林学会が置かれている状況について、その全体像を様々な角度
から把握して頂くことを意図している。男女共同参画を効果的に推進するための検討資料として頂き
たい。

図-１ 回答者年齢分布と女性比率
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６．最終学歴

　男性は平均子供数が約２に達
するのに対し、女性は１を超え
たあたりで頭打ちとなり、前項
と同様、女性は子供を持つとし
ても多くを持てない状況にある
ことが考えられる。

４. 子供の人数

　子供を持たない女性が多く、
子供を持つ回答者に限ってみて
も女性の平均子供数は男性より
低い。これらのことから、女性
が子供を持ちにくいことや子供
を持つとしても多くを持てない
状況にあることが考えられる。

５．年代別平均子ども数

　男女ともに大学院修了者が男
女ともに８割を超え、最終学歴
における男女間の差はない。

　全般的に女性の既婚率が低
く、特に50代以上の既婚率が極
端に低い（但し、回答者数が少
ない）。

図-６ 最終学歴
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図-３ 配偶者ありと回答した人の比率

0%

20%

40%

60%

80%

100%
2
9
歳

以
下

3
0
～

3
4
歳

3
5
～

3
9
歳

4
0
～

4
4
歳

4
5
～

4
9
歳

5
0
～

5
4
歳

5
5
～

5
9
歳

6
0
歳

以
上

男性 n=107

女性 n=87
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図-５ 平均子供数の年齢に対する推移
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７．男女別学位取得状況および年齢層別学位取得状況

９．現在の勤務形態

　学位取得率（コース博士と論
文博士の合計）における男女間
の顕著な差異は見られない。し
かし、年代別に見てみると、５
０歳以上の女性のすべてが学位
を取得していることから、女性
が研究を継続する上で学位取得
が重要であったことがうかがえ
る。

　男性は約８割が任期のない常
勤であるのに対し、女性は約６
割にとどまり、女性が不安定な
雇用形態の中で仕事をしている
と考えられる。

８．専門分野

図-7.2 学位取得状況の年齢分布

　今回の調査結果では、生態分
野の女性の回答者が多く、造林
分野における女性の回答者数が
少ない。これらの差異が生じる
要因として男女間の志向の差異
が考えられるが明らかではな
く、分野への進学者数の経年変
化等とともに把握していく必要
がある。
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なし

図-８ 専門分野
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図-7.1  学位の有無と取得方法
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10．任期付きの場合の任期年数と再任条件

11. 職種

12. 現在の所属機関

　教育職において男女間の差異
が顕著に見られることから、当
該職種において女性の進出が遅
れている可能性がある。

　任期年数の多くのカテゴリーで女性が男性よりも多
く、前項の結果を裏付ける結果となった。また、再任
条件として女性は再任不可の場合が多く、一端就職し
てもその仕事環境を維持しづらい状況にあると言え
る。

　回答者の所属機関は独立行政
法人などの研究機関が多い。所
属機関別の男女比を見ると国立
大学や公立大学で女性比率が低
く、前項の調査結果を裏付ける
形となっている。

図-10.2 再任の可否
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図-12.2 所属機関別の男女構成比
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13. 現在の役職

　男女それぞれの役職の分布（実数と比率）を、行政・企業等、大学、独立行政法人などの研究機関
の３つに分けて示した。行政・企業等では役職が上がるにつれて女性が少なくなり、女性の進出が遅
れているのに対し、大学では助手や講師などの若手教員に女性の進出の遅れが目立つ。また、研究機
関では領域長やユニット長、理事など意思決定に近い役職に女性が少ないなど、それぞれの所属機関
において違いが見られた。

図-13.1 現在の役職
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図-13.2 役職ごとの男女比
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14．片道の通勤時間

  通勤時間において男女間に顕著な差異は見られないが、女性に比べて男性の方が短時間（0.5時間
未満）と長時間（２時間以上）の両極に分散している。可能性として、居住地の決定や変更の必要が
生じた場合に、転勤・転職、育児や介護、夫婦間でどちらの仕事を優先するかなどの優先順位の問題
などが影響していると考えられる。
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図-14.1 職場への片道通勤時間
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15．職場における１週間あたりの勤務時間

16．職場での１週間当たり研究開発に要する時間

　職場における研究開発に要する時間では、男性で20～30時間を中心にきれいな山型になっているの
に対し、女性では０時間と30～40時間の二山型の分布になっており、顕著な差異が見られた。前項と
同様に、子供の「あり」と「なし」に区分して詳細な分析を行った結果、子供のある女性において同
様の傾向が見られ、育児が影響を与えていると考えられる。また、子供のある女性は60時間以上の時
間を研究開発に利用することは少なく、育児が1週間の時間の使い方に影響を与えていることが示唆
される。

  前項の結果とは反対に、男性に比べて女性の方が短時間（20時間未満）と長時間（80時間以上）の
両極に分散している。常勤で１日８時間、週５日勤務とすると1週間あたり40時間の仕事時間となる
が、女性では40～50時間、男性では50～60時間が最も多かった。子供の「あり」と「なし」に区分し
た詳細な分析結果からも、こうした傾向の差異が生じる理由として、雇用形態の差異だけでなく、出
産や育児などの影響が考えられる。
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図-15.1 一週間あたりの職場にいる時間
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図-15.2 一週間あたりの職場にいる時間

男性　子供あり n=81

男性　子供無し n=26

女性　子供あり n=44

女性　子供無し n=43

0%

10%

20%

30%

０時間 10時間未満 10～20
時間

20～30
時間

30～40
時間

40～50
時間

50～60
時間

60～70
時間

70～80
時間

80～90
時間

90時間以上 無回答

図-16.1一週間あたりの研究開発に要する時間
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17．年間出張日数

　男性では年間１ヶ月以上出張する回答者が多いのに対し、女性では年間１週間未満と短い出張日数
の回答者が多く、男女間で顕著な差異が見られた。特に子供を持つ女性について見てみると、年間
１ヶ月以上の出張が少なくなることから、育児が影響を与えていることが考えられる。
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図-17.1 年間出張日数
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18．年間出張回数

19．自宅での仕事時間

　男性は出張回数が多く、女性は出張回数が少なくなる傾向が見られた。また、子供がいるかいない
かによる影響は明らかでない。

　男女ともに自宅での仕事時間は５時間未満が最も多い。また、有意な差ではないが、自宅において
10時間以上仕事をする回答者が女性で多い。この理由として、女性が仕事と家庭の両立のために自宅
で仕事をしていることが考えられる。
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図-19.1 自宅での仕事時間
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20．自宅での仕事時間のうち研究開発に要している時間

21．部下の人数

　男女間で顕著な差異は見られない。また、前項との比較から、自宅に持ち込む仕事のほとんどは研
究開発のための仕事である。

男性は女性よりも１人以上の部
下を持つ割合が高く、人数も多
い。
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図-20.1 自宅での仕事時間の内研究開発に要する時間
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図-20.2 自宅での仕事時間の内研究開発に要する時間
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22．年間の研究開発費

23．就職方法

　50万円未満で女性が多く、50万円以上で男性が多くなり、年間の研究開発費において男女間で差異
が見られた。特に、常勤と任期付きの勤務形態に区分して詳細に見ると、任期付きの勤務形態の女性
は50万円以上２千万円未満に分布しており、比較的大きいプロジェクトによって雇用されていること
が考えられる。

　男女ともに試験を通じて就職
した回答者が多い。また、常勤
と任期付きの勤務形態に区分し
て詳細に見ると、男女ともに推
薦によって任期付きの勤務形態
で就職する割合が高い。一方、
試験を通じて男性がすべて常勤
の勤務形態となっているのに対
し、女性では任期付きとなる場
合があり、就職（採用）方法に
も差異が見られた。
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図-22.1 研究予算
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図-23.1 採用方法
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24．将来就きたい職業

　男性では「現職のままでよい」という回答が最も多いのに対し、女性では「大学等で研究教育に従
事」や「研究機関で研究開発に従事」したいという回答が多く、特に任期付きの勤務形態にある女性
や女子学生において大学志向が見てとれる。また、任期付きの勤務形態にある女性では「現職のまま
でよい」という回答が無く、現在の状況を変更したいという意向がうかがえる。さらに、子供がいる
女性では子供がいない女性に比べて「現職のままでよい」の回答が多く、仕事環境の変化を望んでい
ないと考えられる。
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図-24.1 将来就きたい職業
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図-24.2 将来就きたい職業
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図-24.3 将来就きたい職業
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男性　子供あり n=106
男性　子供無し n=26
女性　子供あり n=44
女性　子供無し n=43



25．管理職への意向

26．管理職になりたくない理由

　引き受けると答えたのは男女ともに６割～７割程度であるが、女性は「できれば断る」と回答する
割合が高く、管理職の受諾に関わる肯定的な意見は少なかった。特に、子供がいる女性では管理職に
対する積極的な意向は見られず、可能性として、育児の負担が管理職への意向を持つことを阻害して
いると考えられる。

　男性が「研究時間が減少す
る」ことと「ストレスがたま
る」ことを理由として挙げるの
に比べ、女性は「家庭との両立
が困難」になることと「転勤拒
否ができなくなる」ことを回答
する割合が高く、子供を持つ持
たないに関わらず同様の傾向が
ある。こうしたことから、女性
は仕事と家庭の両立や一定の居
住地への意向が強いことがうか
がえる。
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図-25.1 管理職への意向
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27．離職・転職

28．離職・転職を考えた、した理由

29．離職・転職後の雇用形態

男女ともに「キャリアアップ」という理由が多く全回答者の２割から３割を占め、離職・転職を肯定
的に捉えている回答者も見られた。特に男性ではこの理由が最も多い。一方、否定的な理由として男
女ともに多いのは、「将来への不安」と「現職への不満」であり、特に女性では一番多い動機となっ
ている。男女間で顕著に差異が見られる項目としては「結婚」「育児」があり、「家族の転勤」や
「男女差別」、「解雇」など女性のみに回答される項目も見られた。

　男性の約８割が常勤（任期な
し）へ移行するのに対し、女性
は約６割にとどまり、離職、転
職後に非常勤等の不安定な雇用
形態へと移行する。このことか
ら、女性の勤務形態の差異は就
職（採用）方法の違いだけでな
く、離職や転職が契機となって
いると考えられる。

男性と比べて女性の方が離職・
転職の経験者が多く、離職を考
える機会が多い。

図-28 離職・転職をした理由
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図-27 転職したこと、考えたことの有無
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30．転職先

31．任期付職（ポスドク含）について

32．任期付職について（その理由）

　男女ともに１位が「大学
等」、次いで「国公立研究機
関」であり、男女間で顕著な差
はみられない。但し、他の質問
項目の回答でも見られたよう
に、転職の機会においても大学
への女性の進出（参画）が遅れ
ている可能性が指摘できる。

　男女ともに「慎重に導入すべ
き」という意見が大半を占めて
いる一方で、少数ではあるが
「積極的に導入すべき」という
意見も見られる。

　前項の結果を反映して、任期付職に対する意見の理由として「生涯設計が立てにくい」「次の職を
得ることが難しい」「社会保障上の不利益を被る」のように否定的見解を示す割合が高い。特に女性
では「年齢制限がある」ことが多く挙げられており、こうした条件が、柔軟に女性を受け入れるため
の障壁になっていると考えられる。

図-30 転職先の分野
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図-31 任期付職(ポスドク)について
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33．育児担当者

34．育児休職取得・非取得

　子供を持つ回答者のうち、女性の４人に
１人が「十分取得」したと回答する一方
で、「取得しなかった」人が約半数にの
ぼっている。反対に、男性では「十分取
得」したと回答する人は無く、「取得しな
かった」という回答者が約９割を占めてお
り、男性の育児休職はほとんど進んでいな
い。さらに解析をすると、「取得した」の
は44歳以下に限られており、育児休業法の
制定以前は育児のために休業できなかった
現実を反映している。また「大学」に所属
する人の取得がまったくないことも注目す
べきである。なお大学教員の40歳以下で
「子供あり」と解答した人はおらず、育児
休職制度があるにも関わらず、大学の環境
が子供を産みづらい状況であることを示唆
している。

　男性は配偶者が育児担当者と
なるのに対し、女性は保育園等
を利用する、あるいは本人が担
当することが多い。

図-34.1 育児休職の取得
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図-34.2 育児休職の取得 年齢別（女性のみ）
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35．育児休職取得・非取得の理由

36．育児休職取得期間

37．取得後の影響

　子供を持つ回答者のうち、育
児休職を「十分取得」できた理
由として、女性の４人に１人が
「職場の理解が得られた」と解
答している。一方、女性で「取
得しなかった」理由としては、
「制度がなかった」が最も多
く、「制度はあったが取得でき
る職場環境でなかった」とあわ
せると、約４割の女性にとっ
て、育児休職のための環境が十
分に整っていないことを示して
いる。また、「自分以外の保育
者を確保できなかった」の回答
が女性のみに見られ、育児にお
いて女性の選択肢が少なく、育
児の負担が本人に向かう傾向が
みてとれた。反対に、男性で
は、「自分以外の保育者を確保
できた」は男性回答者の34％と
顕著に多かった。

　産休を除いて、子供１人あた
りの平均では、女性で６～12ヶ
月未満が最も多く、ついで12～
24ヶ月未満となっているのに対
し、男性では６ヶ月以上の育児
休職は無く、その取得期間に違
いが見られた。

　育児休職を取得した男性のす
べてと、女性の大半で「取得前
と同じ職務を継続」できたと回
答されたが、少数として「職務
が変わった」「昇給・昇進が遅
れた」「失職した」という回答
者が見られ、女性において育児
休職取得の影響があることが明
らかとなった。

図-37 育児休職取得の影響
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図-35 育児休職の取得・非取得の理由
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図-36 育児休職取得期間
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38．配偶者の育児休職取得期間

39．配偶者が育児休職を取得しなかった理由

40．仕事と育児、介護等との両立に必要なこと

　男性では配偶者が仕事を持た
ないという家庭環境を反映した
結果となったが、女性では「仕
事が忙しかった」や「制度がな
かった」「制度はあったが（十
分に）取得できる職場環境では
なかった」という回答が多く、
制度を含めた職場の環境に課題
があることがうかがえる。ま
た、「収入を減らしたくなかっ
た」のように家庭の経済的な理
由も挙げられた。

　男女を合わせた総回答数では「保育施設の増設」や「職場の雰囲気」が多く回答される。その他、
女性では、「多様な働き方」「男女役割分担の意識を変える」「休職中に自宅で仕事を継続できる仕
組み」が多く回答されるのに対し、男性では「職住接近」や「勤務時間の弾力化」が多く回答され、
意識の違いが見られた。また、回答数は必ずしも多くはないものの、女性は男性よりも「家事サポー
ト」や「休職中に自宅で仕事を継続できる仕組み」「ワークシェアリング」を多く回答するのに対
し、男性は「育児への経済的支援」を多く回答し、男女間で意識の差異が見られた。

　産休を除いた子供１人あたり
の平均では、男性において１～
３ヶ月あるいは６～12ヶ月の配
偶者の取得が見られる。しか
し、女性では配偶者が育児休職
を取得しなかったとする回答が
圧倒的に多数であり、他の質問
項目と同様に、配偶者に依存で
きない現状がうかがえる。反対
に、男性では職を持たない配偶
者によって育児が支えられてい
ることが分かる。

図-38 配偶者の育児休職取得
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図-39 配偶者が育児休職を取らなかった理由
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図-40　仕事と育児、介護等との両立に必要なこと
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41．育児休職者に対する評価のあり方

42．研究開発に必要な環境や機会

「評価・処遇には反映させな
い」と答えた人が多く、特に男
性の半数に上り、「能力やそれ
までの業績に応じて個別に判断
する」とあわせると男性の約9割
が、育児を前向きにとらえてい
るということができる。反対
に、「休職期間分だけ報酬を減
らす」「休職期間だけ昇給・昇
進を遅らせる」「将来にわたっ
て昇給・昇進を遅らせる」と否
定的な解答をした人は男女とも
に少なかった。

　男女を合わせた総回答数では、「研究・開発時間」や「研究・開発費」「テーマに長く取り組める
環境」が多く回答され、男女ともに上位の3位までを占めていた。また、男性が女性よりも有意（Ｐ
＜.05）に多く回答する項目として「研究・開発時間」「国内外への留学」「業績の評価」「サバ
ティカル」がある一方で、女性が男性よりも有意に多く回答する項目はなかった。

 図-41 育児による休職者に対する評価
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図-42 研究開発に必要な環境や機会
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43．男女共同参画のため必要と思うこと

　男女を合わせた総回答数では、「職場環境整備」「社会保障制度の拡充」「男性の意識改革」「男
性の仕事と家庭の両立」が多く回答され、これらは男女のいずれにおいても上位の4位までを占めて
いた。また、男性が女性よりも有意（Ｐ＜.05）に多く回答する項目として「評価システムの改善」
「任期制撤廃」があり、反対に女性が男性よりも有意に多く回答する項目は「夫婦別姓」であった。
さらに、有意ではないが「上司の理解」や「各種年齢制限の撤廃」等で女性の回答が多く、男女にお
いて意識の差異が見られた。

図-43 男女共同参画のために必要と思うこと
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